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１　課題の設定
１．１　問題の所在
（１）学校が抱える課題の複雑化
　社会や経済の変化に伴い、子どもや家庭、地域社会
も変容し、学校現場では生徒指導や特別支援教育等
に関わる課題が複雑化・多様化している。文部科学
省（2018）によれば、小学校においては、ここ５年間
に暴力行為発生件数は約３倍、いじめ認知件数は約
２倍、不登校児童数は約1.5倍と増加傾向にある。ま
た、特別支援学校の対象とする障害の程度において通
常学級に就学している児童の割合も増加している。児
童の問題行動等の増加、通常学級内の特別支援教育的
な配慮が必要な児童の増加が続く中で、学校現場は多
様な対応を迫られている。学校だけでは十分に解決す
ることができない課題も増えており、解決に向け早急
に対策をとらなければならない状況となっている。
（２）求められる「チームとしての学校」
　このような現状を打破する対策の一つとして浮上し
てきたのが「チームとしての学校」という考えであ
る。中央教育審議会（2015）は、このような複雑化・
多様化しつつある課題に向き合うため、「教職員に加
え、多様な背景を有する人材が各々の専門性に応じて
学校運営に参画することにより、学校の教育力・組織
力をより効果的に高めていくことがこれからの時代に
は不可欠である」としている。また、「『チームとして
の学校』を実現するための具体的改善方策」として、
「教職員の指導体制の充実」「地域との連携体制の整
備」「教員以外の専門スタッフの参画」を挙げ、各校
の実態に応じて専門性に基づくチーム体制の構築の推
進を要請している。学校は今まで以上に家庭や地域、
外部の専門機関等との連携を図る必要があり、その連
携を円滑に進めるために、チームとして目的を共有
し、取り組みの方向性を揃えることがこれまで以上に
求められている。
（３）内部連携のより一層の必要性
　これに関連し、赤坂（2017）は、「外部との連携を
図り、学校としての成果を上げるためには、まずは学
校内部の職員集団の連携が必要である」と指摘してい
る。外部の専門機関等と連携を図る上で、相互の共通
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理解は欠かせない。「チームとしての学校」が効果的
に機能するためには、外部の連携先に学校の方針や子
どもの実態等を伝え、それらを踏まえて学校が意図す
る教育活動についての理解を求め、学校側も連携先が
行う支援の意向や要望の理解に努めることが大切であ
る。しかしその前提として、これから取り組もうとし
ている教育活動について、学校内部での共通理解が図
られていなければ、効果的な教育活動の展開は望め
ない。また、円滑な連携体制が学校内部で構築されて
いなければ、いくら専門家が意義のある助言や支援を
行っても教育的効果は上がらない。
（４）教員の個業性
　しかし、その一方で、赤坂ら（2016）は「多くの学
校では教員が独自に良いことをしているが、独自に動
いているために全体としての成果を上げることが難し
くなっている場合がある」とも指摘している。このよ
うな状況について、学校組織の特異性が大きく関係し
ているという佐古（2011）の指摘がある。学校は「一
元的な管理統制システム」ではなく、「個々の教員の
裁量性に依拠した組織」であることの方が機能的で
あり、「ルースに連結された組織」として存立してい
る。しかし、教員の裁量性に依存する割合が大きくな
ると、学校教育の不確定性を個々の教員の力量で吸収
しようとする度合いが強まり、学校組織は「ルースに
連結された組織」というよりも「個業性の組織」と
なってしまう。学校教育の不確定性に対応するために
存立してきた「個々の教員の裁量性に依拠した組織」
は、「個別対応型のシステム」であるがゆえに、結果
として個業性が促進されてしまう（＝個業化）現状が
ある。さらに佐古（2006）は、「個業化の程度が高い
ほど教師の指導困難さが増し、学校の教育活動改善志
向、地域活動への積極的関与については低くなる」こ
とを明らかにしている。社会の変化に柔軟に対応すべ
く教育活動の改善・工夫が求められ、そのためにも外
部との連携が必要とされる学校において、組織の個業
性の促進により教育実践の困難さが増加する可能性を
指摘できよう。
（５）勤務校の現状と課題１
　Ａ小学校は、全学年単学級の小規模校であり、児童の
学力向上が長年課題とされてきた。CRT調査では、国語・
算数ともに全国平均正答率を下回るという結果であり、
基礎的・基本的学力が身についていない児童も多く、学
力の底上げが図られていない状況が続いている。
　学校組織の面では、小規模校であるため、教育活動
に直接かかわる教員数が少ないという現状がある。ま
た、近年教員の入れ替わりが激しく、Ａ小学校でこれ
まで実践されてきたことがスムーズに引き継ぎされな
かったり、前年度の踏襲ではうまくいかなかったりす
る場面も少なからず起こっている。また、個々として
は経験豊富な教員が多く、それぞれがよい実践を行っ
ているが、それが全体にうまく波及していかないとい
う現状がある。Ａ小学校は、まさに「個業性の組織」
の状況である。
　以上のことから、Ａ小学校において学校の個業性を
縮減させて学校内部の教員の連携をこれまで以上に図
る中で、学校の組織的教育力を向上させ、児童の学力
向上に資するための方法を探り実践していくことを、
本研究の課題として設定した。また、そうした実践に
取り組むことで、教員間の協働性の醸成とそれに基づ
く児童の学力向上が図れると考えた。
１．２　先行研究の検討
（１）教員の協働化
　教員の個業性を減らし、学校の組織的教育力を向上
させるプロセスとして、佐古（2011）は、教員の協働
化による組織化方略を提示している。それによれば、
学校における協働化を促す要因には教員の自律性と学
校の組織性がある。自律性とは、裁量性と異なり「教
員それぞれの教育活動の遂行とその改善に関する主体
性」を指すが、「教員の個別的な活動としての教育改
善のみの重視」は個業性を促進しかねない。学校全体
として教育活動の改善を目指すためには、「学校組織
としての教育活動の連続性、体系性を実現する」こと
図１　学校の組織的教育力向上のモデル
（佐古（2011）：136頁を参考に筆者作成。）
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（＝学校の組織性の実現）が重要になる。この教員の自
律性を尊重しつつ学校の組織性を実現していくこと、
すなわちこの２つを両立させ相互を高めていく過程に
よって教員の協働化を促進することができ、学校の組
織的教育力が向上していくということになる（図１）。
（２）組織性の実現要素
　組織について、浜田（2012）は、「『組織』概念の本
質」は「一人だけでは達成できない同じ目的を抱く二
人以上の人々が、互いに意思疎通を図りながら協力し
て働くというプロセスや相互関係」であると述べてい
る。浜田のいう「『組織』概念の本質」を「組織性」
と言い換えるとすれば、その実現には「意思疎通（＝
コミュニケーション）」の図り方が重要になってくる
と考えられる。また、浜田は、目的の共有化を図るた
めの重要な視点として必要なことは、「上から下へ」
でも「下から上へ」でもないコミュニケーション回路
を開くことであり、教職員同士が双方向・多方向で行
うコミュニケーションの確立が前提条件となって、初
めて学校としての目標の共有と組織活動の一体性は維
持され得ると述べている。学校の組織性を向上させ教
員の協働化を図るためには、学校が抱える課題につい
て教員同士が共通の目標を持ち、その解決に向かって
双方向・多方向にコミュニケーション回路を開くこと
が不可欠と言える。
（３）教員の協働化を図るための方策
　教員の協働化を図るための方策として、佐古（2011）
は「学校における協働プロセス」を提示し、「学校の実
態についての認識のすりあわせと共有」、「学校課題（目
標）の明確化と共有」、「実践とその成果の共有」といっ
た、それぞれのプロセスを丁寧に進展していく必要があ
ると指摘している。それは、児童生徒に関わる教員集団
でそれぞれのプロセスを丁寧に共有しつつ学校課題解決
に向けた取り組みを推進することにより、教育活動改
善に向けた教員の協働化を図ることができ、その結
果、学校の教育活動の組織的な活性化を促進し学校の
組織的教育力が向上する、と捉えることができる。近
年教員の入れ替わりが激しいＡ小学校においては、形
式的な情報の伝達で終始せず、この認識や目標、実践
と成果の丁寧な共有プロセスこそが必要と言える。そ
こで、本研究では、このプロセスを丁寧に進展させな
がら教員の協働性（＝「つながり」）の深化を図るこ
とで、児童の学力向上を目指すこととした（図２）。
２　研究実践
　本研究は２年をかけて実践した。実践を行う前年度
からＡ小学校に対する働きかけを開始し、実践の素地
づくりを行った。
２．１　認識・課題（目標）の共有：児童の学力向上に
向けた実践の準備段階（１年目の取り組み）
　１年目では、「学校における協働プロセス」（佐古　
2011）に基づき、児童に関わる教員集団で、学校課題
解決に向けた双方向・多方向にコミュニケーション
（意思疎通・共通理解）を図りながら認識や課題を丁
寧に共有することを目指した。
（１）学校の実態に対する認識の共有
　個々の教員が抱いている学校の実態に対する認識を明
確化するために、８月に全教員対象に「本校の児童のよ
いところと課題」、「本校の学校組織としてのよいところ
と課題」というテーマで、１対１の聞き取り調査を行っ
た。その結果、学校組織については、「共感的人間関係
が築けている」とする一方で、「いろいろなことに対し
て共通理解が図られていない」、児童については、「素
直」「明るい」「指示されたことは一生懸命やろうとす
る」という一方で、「基本的生活習慣や基本的学習習慣
が身についていない」「基礎学力が定着していない」な
どと感じている教員が多いことが明らかになった。そこ
で、12月の校内研修全体会で聞き取り調査の結果報告を
行うとともに、「本校の児童の大きな課題は、学力向
上である」という認識を教員全体で改めて共有した。
（２）課題（目標）の明確化と共有
①学校課題の根本的な原因の追究
　学校課題「児童の学力向上」の明確化を図るため
に、上述（１）で共有した学校課題に対する認識を改
図２　研究の進め方のイメージ図
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めて提示し、明らかになった学校課題の根本的な原因
を教員全体で探る機会を冬季休業中に設定した。校内
研修全体会の場で、「児童の学力向上に向けて、学校
として、教員としてできることは」をテーマに、ワー
ルドカフェの手法を用いて話し合いを行った。その中
で、本校教員の共通認識としてやるべきことは「学び
に向かうための環境づくり」であり、「授業改善」で
あり、「心の育成を促す土壌づくり」であることが明
らかになり、またそれを教員全体で共有した。
②改善すべき項目の整理・分類
　次に、課題の明確化と共有を図るため、これまで明
らかになった事項の整理・分類を行った。この過程に
おいて、学力向上を目指す視点として、「①基本的生
活習慣の改善」、「②学校生活ルールの定着」、「③基本
的学習習慣の定着」、「④基礎学力の定着」の４つの視
点が浮かび上がってきた。この４視点を、横軸に主に
生活または学習に関すること、縦軸に主に児童・家庭
または教員・学校が取り組むこととして整理したとこ
ろ、図３のようになった。
　この４視点の図（図３）をもとに、これまで出されて
きた意見を整理・分類した（表１）。このように整理し
たことで、家庭に働きかけることと学校で取り組むべき
ことが明確になった。また、働きかける（取り組む）対
象が明確化したことにより、改善に向けての方策がより
具体化しやすくなると考えた。冬季休業中の校内研修全
体会で多く挙げられた「心の育成」については、各項
目の改善に向けての実践の中でそれぞれ取り組んでい
く必要があると考え、全教員に提案することとした。
③改善策の検討と共有
　１月の校内研修全体会において、この４視点を基軸
に、各視点で具体的に何をすべきか、KJ法を用いて
検討した。その結果、「①基本的生活習慣の改善」に
向けては児童への指導・支援や家庭への啓発、「②学
校生活ルールの定着」に向けては学校のルールの再確
認・同一指導、「③基本的学習習慣の定着」に向けて
は家庭学習の取り組ませ方の工夫、「④基礎学力の定
着」に向けては教師力向上および授業改善、などの具
体的な手立てが出され、教員全体で共有した（表２）。
④改善策の具体化
　③で共通理解を図った学校課題「児童の学力向上」
の解決に向けての４つの視点の改善策について、４月
からの実践に向けて準備するために、年度中に検討
が必要な事項をピックアップした。また、４つの視点
図３　児童の学力向上をめざすための４つの視点
表２　学力向上をめざす上で４視点の改善策
表１　聞き取り調査等で出された具体的課題
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についてＡ小学校の校務分掌と照らし合わせ、「①基
本的生活習慣の改善」については養護教諭、「②学校
生活ルールの定着」については生徒指導主任、「③基
本的学習習慣の定着」については学力向上コーディ
ネーター（以下、学力CD）、「④基礎学力の定着」に
ついては校内研修主任というように、関係の分掌担当
教員を各視点の主な担当とし、筆者はその中心でそれ
ぞれの担当者や方策をつなぐ立場に位置づけた。そし
て、２月から３月にかけて、各担当教員と相談しなが
ら解決策をさらに具体化した。同時に、既存の学校生
活ルールや家庭学習の手引きの見直し・修正や、新た
な取り組みの計画作成等、実践に向けての準備を進め
た。検討事項は、３月の校内研修全体会で提案し、次
年度の実践内容について全教員での共有を行った。主
な実践案は以下の通りである。
①基本的生活習慣の改善に向けて
・健康アップ週間の定期的な実施
②学校生活ルールの定着に向けて
・児童と教員相互の確認および全教員同一歩調での指導
③基本的学習習慣の定着に向けて
・家庭学習について家庭への周知と取り組ませ方の工夫
④基礎学力の定着に向けて
・ノート・板書の緩やかな統一
・校内研修の取り組みを継続した上での授業改善
２．２　実践とその成果の共有：児童の学力向上に向
けての実践（２年目の取り組み）
　２年目では、「学校における協働プロセス」（佐古　
2011）に基づき、児童に関わる教員集団で、学校課題
解決「児童の学力向上」に向けた４つの視点を柱にし
て、双方向・多方向にコミュニケーション（意思疎
通・共通理解）を図りながら実践を推進するととも
に、成果や課題を丁寧に共有することを目指した（表
３）。
視点①：基本的生活習慣の改善―「健康アップ週間の
効果的な実践」―
　養護教諭と連携を図りながら、健康アップ週間を効
果的に進めることで、児童の基本的生活習慣の改善を
目指した。具体的には、学期に１回程度、健康アップ
週間を設け、毎回学校全体で重点テーマを決めて取り
組んだ（第１回「睡眠」、第２回「大切な朝ごはん」、
第３回「正しい姿勢」）。
実践事例：第１回健康アップ週間（５／14～18）
　５月の連休後の生活リズムが乱れがちな時期に、児
童に自分の生活リズムを見つめ直させるため、「睡眠」
に重点を置いて、睡眠時刻や睡眠時間についての意識
表３　学力向上に向けての取り組み工程表
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付けを目指した。睡眠時間の確保にはメディアとの関
わり方も重要な要素となるため、チャレンジノーメデ
イアの取り組みも関連させて実施した。
　実践の導入として、筆者が担任する５年学級で、学
級活動「生活の仕方を見つめ直そう」を行い、特に睡
眠について自分の生活の仕方を振り返る学習を行っ
た。
　授業では、養護教諭が規則正しい生活の大切さにつ
いて話をした。就寝時刻が遅くなることやメディアに
夜遅くまで触れていることによる悪循環について具体
的な資料を提示して伝えたことで、児童は規則正しい
生活を送ることの大切さをより実感できたように思わ
れる。その後の自分の生活の仕方を振り返る活動で
は、改善点をすすんで考える様子が見られた。
　授業は研究授業として公開するとともに、翌週の職
員朝会でも内容を伝達し、各学級での養護教諭を起用
しての指導を奨励した。
　健康アップ週間終了後には、養護教諭が集約した児
童の取り組みの状況の結果をもとに、校内研修全体会
内に設定した「つなぐタイム」２で、教員の振り返り
を行った。また、集約した結果は保健だよりに記載
し、家庭にも周知した。
視点②：学校生活ルールの定着―「教員の共通理解と
同一歩調での指導」―
　生徒指導主任とともに、既存の生徒指導に関わる学
校生活ルール「Ａ小学校の一日（児童・家庭向け学
校生活ルール）」と学習規律「学びのルール（学習規
律）」の共通理解と同一歩調での指導を図ることで、
学校全体での学校生活ルールの定着を目指した。
実践事例：学校生活ルールの教員間での共有化
　年度始めの職員会議にて、「Ａ小学校の一日」「学び
のルール」に加えて、前年度に新たに教員の手持ち資
料という形でまとめた「生徒指導の教員確認事項」の
内容について、全教員で確認し共通理解を図った。一
つ一つの内容の確認を丁寧に行ったため、育児休暇
から復帰した教員からは、「細かい点についての確認
は、転任時にはなかった。このような確認や話し合い
をしてもらえると、ありがたい。」との感想が聞かれ
た。年度始めに共通理解を図ったことで、学校生活上
の問題や不明な点が出てきても、全教員が同様の認識
を持っている中で協議することができるようになった。
視点③：基本的学習習慣の定着―「教員間での共有と
家庭への周知」―
　学力CDと連携を図りながら、「家庭学習の手引き」
について教員と家庭相互の共通理解を図るとともに、
家庭学習充実週間でその取り組み状況を定期的に振り
返らせることで、基本的学習習慣の定着を目指した。
実践事例：第一に、４月の校内研修全体会で、「家庭
学習の手引き」の内容について共通理解を図った。学
年別に作成されていた既存のものを前年度末に改めて
見直し、全学年共通のものに作成し直したため、家
庭学習の時間のめやすや各学年で取り組ませたい内
容について、教員全体で検討・確認を行った。宿題に
ついては、音読・漢字練習・計算練習は全学年で揃え
て取り組ませることや、量や質的に学年間で逆転が起
きないように考慮していくことを改めて確認した。第
二に、年度初めの授業参観・PTA総会後の学級懇談会
において、参加保護者に「家庭学習の手引き」の内容
の説明を行い、周知を図った。例えば、５年担任の筆
者は、高学年になり本格的に自主学習に取り組ませる
ようにしているが、取り組む内容に悩んでいる児童も
いるという話が出たので、「『家庭学習の手引き』に記
載されている内容を参考にするように声をかけてほし
い。」と伝えた。欠席した保護者には、後日家庭訪問
で内容を伝えた。第三に、家庭学習充実週間を設定す
る中で、実践に向けて家庭学習チャレンジカードを用
意し、児童が家庭学習で取り組んだ内容や学習時間を
記入する欄の他に保護者確認欄（押印欄）を設けて、
家庭でも児童の取り組みの様子を確認してもらうよう
にした。実践後は、「つなぐタイム」で、KJ法を用い
ながら成果を教員全員で共有した。
視点④：基礎学力の定着―「校内研修と関連させた授
業改善の実践」―
　ノート指導・板書計画を中心とした授業スタンダー
ド（１単位時間の授業の流れ）について全校で緩やか
に統一することで児童の学習に対する戸惑いの軽減を
図るとともに、短時間学習の時間を有効活用して基礎
学力の定着を目指した。また、校内研修と関連させて
授業改善に取り組む中で、教員の指導力の向上を図る
とともに、児童の学力向上を目指した。
実践事例：ノート・板書の緩やかな統一を図るべく、
めあては青囲み、まとめは赤囲みするなど基本的なと
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ころは全校で揃えるが、それ以外の部分は各指導者の
裁量に任せること、ノートへの記入のさせ方も板書に
準拠させることを確認し、共通理解を図った。
　また、校内研修のテーマに沿った授業改善を継続的
に行った。まず、全校で授業改善を目指すにあたり、
検討材料を提供するために、筆者が定期的に授業公開
を行った。小規模校であるというＡ小学校の現状に鑑
み、毎回全員に参観を強いるのではなく、可能な範囲
で授業を見てほしい、そして授業の感想等を交流して
ほしいというスタンスで実践した。ポイントを絞って
参観できるように、配付した指導案の中のポイントに
なる部分をラインマーカーで目立たせ、その部分を実
践する時刻を記入した付箋で「今日の見どころ」とし
て示した。授業後には、職員室で筆者を交えて参観し
た教員が授業の内容や使った教材等について意見を交
流したり、ベテラン教員が同様の単元で自分が取り組
んだ実践を紹介したりする時間を自然にもつことがで
きた。さらに、９月には手立てについてより一層の明
確化を図るために群馬大学より講師を招いた。
　２学期は、これまでに共有化した手立てを実証する一
人一授業を進めた。毎回全ての教員が参観できたわけで
はなかったが、それでも時間をやりくりし、短時間では
あるが参観していく教員が多く見られた。放課後に
行った授業検討会でも、参観した教員が多数参加し、
管理職も交えて活発に意見交流を行うことができた。
３　研究の成果と課題
３．１　成果と課題
　本研究の成果と課題を明確にするため、児童、及び
教員に対してアンケート調査を実施した。
視点①：基本的生活習慣の改善
①児童の変容
　５月と９月に実施した健康アップ週間への取り組み
の様子を集約した（図４）。「決めた時刻に寝た」の項
目では、数値の向上が見られた。５月・９月と継続し
て養護教諭とのチームティーチングによる授業や、各
担任から生活習慣を見つめ直す指導を行ってきたこと
により、児童の就寝時刻や就寝時間に対する意識が高
まった。また、児童が自分の生活習慣に意識を向け続
けるためには、家庭の協力が不可欠であるが、今回、
保健だよりを通じての保護者への周知・啓発も有効に
機能したと考えられる。
②教員の意識
　「健康アップ週間の取り組み」について教員の意識
調査を行った（図５）。図中の記号は、以下を表す。
㋐ 教員間での共通理解が図れていた。
㋑ 児童に説明・指導する時間を設けることができた。
㋒ 取り組みの意図を児童は理解していた。
㋓ 児童の基本的生活習慣の改善に、効果的であった。
　㋓ 健康アップの取り組みの効果についての数値が
下降傾向であった。５月は睡眠、９月は朝ごはんとポ
イントを絞って取り組ませてきたことにより、児童の
生活習慣に対する意識は図５でも示したように若干向
上していると考えられるが、今後も、児童の実態にあ
わせて提示する内容を検討し、ポイントを絞った指導
を継続していくことが大切と言える。
視点②：学校生活ルールの定着
①教員の意識
　「生徒指導等の確認事項」および「学習規律」につ
いて教員の意識調査を行った。数値は２項目の平均で
表している（図６）。図中の記号は、以下を表す。
図４　2018年度健康アップ週間
第１回と第２回の比較（一部抜粋）
図５　健康アップの取り組みについて
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㋐ 教員間で共通理解が図れた。
㋑ 児童に説明・指導する時間を設けることができた。
㋒ 内容について、児童は理解していた。
㋓ 学校で統一感をもって指導にあたることができた。
　㋐ 教員間での共通理解、㋑ 児童に説明・指導する
時間の設定は、１・２学期を比較して大きな差異は見
られないが、比較的実践できていたと考えられる。こ
れは、年度初めの職員会議で学校生活ルールについ
て、一つ一つ丁寧に確認作業を行った成果と言えよ
う。時間はかかったが、１年のスタート時期に児童へ
の指導の基準を共有できたことは、学校として統一し
た指導を実践していくうえで有効であった。また、㋓ 
統一感のある指導については、１学期と比較して数値
が向上した。これは、月１回行われた生徒指導会議の
中で、生徒指導に関する事項や学習規律に関する事項
の不明点や疑問点について話題に上がるごとに全体で
協議・確認し共通理解を図ってきたためと考えられ
る。個々の教員の裁量で済ますことなく全体での確認
を重ねてきたことで、学校として統一感のある指導を
図れるようになり、そのことを教員も実感していると
考える。一方、「共通理解は図れたが、意識の面で差
が見られた」という声も聞かれた。緩やかな統一をし
つつ、揃えるべき部分は揃えるための手立てをさらに
講じる必要性がある。
視点③：基本的学習習慣の定着
①児童の変容
　家庭学習充実週間での児童の家庭学習への取り組み
の様子を、筆者が担任する５年生を対象として集約し
た（図７）。
　５年生の家庭学習の時間の目安は75分に設定してあ
る。それぞれの学期末の取り組みは、目安時間をクリ
アしており、概ね意識して家庭学習に取り組めたと考
える。一方で、２学期の途中で実施した家庭学習充実
週間では、目安の時間を大幅に下回った。この週に大
きな行事が入っていて家庭学習の時間を十分に確保で
きなかったことも理由として考えられるが、児童の普
段の取り組みとしては、この結果に近いものが実状と
も考えられる。家庭学習の必要性を感じさせ、児童の
意識を変え、継続的に家庭学習に取り組ませるための
手立てをより一層講じる必要がある。
②教員の意識
　「家庭学習充実週間の取り組みについて」教員の意
識調査を行った（図８）。図中の記号は、以下を表す。
㋐ 教員間で共通理解が図れていた。
㋑ 児童に説明・指導する時間を設けることができた。
㋒ 保護者に伝える機会をもつことができた。
㋓ 取り組みの意図を、児童は理解をしていた。
㋔ 基本的学習習慣の定着に向けて、効果的であった。
　㋐ 教員間での共通理解について、１・２学期の数
値を比較すると、下降傾向である。ただ、㋑ 児童へ
の説明・指導の時間の設定については、２学期の数値
が若干上昇しており、個々の教員は内容を理解し実践
を進めることができていたのではないかと考える。反
面、㋒ 保護者に説明する機会の設定、㋓ 児童は内容
を理解していたか、㋔ 取り組みの効果については、
１・２学期で大きな差異はなかったものの、低い数値
で推移している。児童への説明・指導や保護者への協
力要請などを形式的に行うのではなく、いかにして児
図６　学校生活ルールの定着への取り組みについて
図８　家庭学習充実週間の取り組みについて
図７　家庭学習充実週間での学習時間
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童・保護者に意識させるか、意識を変えさせるか、よ
り有効な手立てを打つ必要がある。
視点④：基礎学力の定着
①教員の意識調査
ⅰ　ノート指導・板書計画について
　「ノート指導・板書計画」について教員の意識調査
を行った（図９）。図中の記号は、以下を示す。
㋐ ノート指導や板書計画（めあて・まとめの書き方等）
について、教員間で共通理解が図られていた。
㋑ ノートや板書の緩やかな統一は、児童の基礎学力
向上において効果的であった。
　ノート指導や板書計画の緩やかな統一については、
おおむね良好に実践できていたと考える。これは、Ａ
小学校においてこれまでも取り組んできた内容である
ため、ほとんどの教員が自分の実践に抵抗感なく導
入できた、あるいはすでに導入していたためと考え
る。また、児童もここ数年での取り組みの中で、ノー
トへの記入の仕方の大まかな形式を習得できており、
スムーズに学習活動に取り入れられていることも、効
果を感じられた要因であると考える。しかし、全校で
統一した取り組みとして継続していくためには、教員
全体で確認する機会を設けることは大切である。今回
は、年度始めのみの確認となったが、それでも共通理
解を図る意義はあったと思われる。
ⅱ　授業改善について
　授業改善について、校内研修の成果と課題について
の意識調査を行った（図10）。図中の記号は、以下を
示す。
㋐ 今年度の校内研修テーマは、研修で取り組んでい
く内容をイメージしやすかった。
㋑ 今年度の校内研修の内容は、ご自身の研修として
　取り組みやすかった。
㋒「根拠を明らかにする」手立てを、日常の授業で意
識することができた。
㋓「根拠を明らかにする」手立てを授業で展開するこ
とにより、主体的に学びあい自らの考えを広げ深
めることのできる児童を育成することができたと、
感じられた。
　２年目の校内研修を推進するにあたり、特に１学期
は、筆者が提案授業を行い、教員それぞれがもつイ
メージのすり合わせを図るなど、認識の共有に重点を
おいて取り組んできた。そのことが、㋐ 研修の内容
のイメージしやすさの項目における良好な評価につな
がってのではないかと考える。また、個々の教員が
研修内容に対する具体的なイメージを持てたことによ
り、研修に対する取り組みやすさを感じられたのでは
ないかと考える。また、参観する側としても、多くの
教員に積極的に参観しようという姿勢が見られ、授業
検討会にも毎回多数の参加者があった。そのことから
も、各教員が校内研修を自身の研修として捉え、取り
組もうとする意識の向上が図れたと考える。だが、そ
れを日常の授業の中で継続して意識することには難し
さを感じたようであり、主題に迫るような児童の育成
に結びつけられたという実感を持てていない様子もう
かがえた。研修と日々の取り組みが乖離することな
く、日常の授業の中で効果的に活用できなければ、真
の成果を上げられたとは言えない。教員の困難感や負
担感を軽減しつつ、効果を感じられる研修を目指し
て、今後も様々な方策を考えていきたい。
取り組み全体の成果と課題
①児童の意識の変容
　本研究２年目の12月に行った学校評価アンケートの
児童への質問項目「授業で学習したことがよくわか
る」は、１年目の７月に比べ、Ａ・Ｂの数値が若干で
図９　ノート指導・板書計画について
図10　校内研修の成果と課題　アンケート結果
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はあるが上昇した（図11）。意識として理解が進んだ
と感じている児童が増加したことは、本研究の一つの
成果と考える。
②児童の学力の変容
　本研究２年目の１月に実施したCRT調査と前年度
のデータとの比較を行った（図12）。
　国語基礎、算数基礎、算数活用で値が上昇した。全
体として学力が上向きに推移したことは、本研究の成
果と考える。一方、課題であった国語活用においては下
降傾向となった。僅かではあるが基礎学力の定着が見え
てきたところであるので、今後は一歩進んだ段階に向け
て、さらに学力向上を図っていく必要があると考える。
３．２　考察と今後への展望
　本研究では、教員の協働性（＝「つながり」）を深
め、学校の組織的教育力を高めることで学校課題であ
る児童の学力向上を目指した４つの実践を展開してき
た。実践のそれぞれの段階で認識の共有を丁寧に行っ
てきたことで、同一方向に向かって指導を展開しよう
とする雰囲気が教員間でより醸成されるようになり、
本校教員の「つながり」の深化や、学校の組織的教育
力の向上に一定の成果があったと考える。児童の意識面
での向上が見られたことも、その成果の表れであろう。
　一方、実践を通じて認識のすりあわせを丁寧に行っ
てきたが、個々の教員の経験に基づく微妙なずれや認
識の相違を調整し減ずることは、容易ではない面も
あった。しかし、教員同士が互いの認識を共有し同じ
方向で指導にあたることで、学校としての成果を上げ
ることができるであろう道筋も本研究を通じて垣間見
えた。本研究の実践のみで終わらせるのではなく、今
後も学校課題である児童の学力向上に向けてのプロセ
スとして、教員同士の「つながり」の深化を模索して
いきたい。
註
１　本研究は、研究実践当時の山崎の勤務校での取り組みを基
にしている。本研究ではＡ小学校と表記する。
２　本研究は、「学校における協働プロセス」に基づき、教員
間の共有を重視することから、共有するための時間と場所と
して校内研修全体会内に「つなぐタイム」を設定し、活用す
ることとした。
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図11　学校評価アンケート
児童：授業で学習したことがよくわかる。
Ａ：あてはまる　　　Ｃ：あまりあてはまらない
Ｂ：ややあてはまる　Ｄ：まったくあてはまらない
図12　CRT式標準学力調査の結果
（全国平均正答率を０としたときの校内平均正答率）
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